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第79回国民体育大会・第24回全国障害者スポーツ大会 

滋賀県開催準備委員会 

第２回競技運営専門委員会 議事録（概要） 

 

１ 日時 

   平成28年(2016年)２月29日（月） 14:00～15:25 

 

２ 場所 

   滋賀県大津合同庁舎７階 ７－Ａ会議室 

 

３ 出席委員（五十音順、敬称略） 

伊勢坊 美喜、今井 義尚、浮田 豊史、岡本 直輝、小田 隆司、加藤 加織、 

坂下 和子、澤 弘宣、菅原 万智子、中村 傳一郎、前田 康一、八木 佐知男、涌井 努 

（委員数13名全員出席） 

（事務局：木村事務局長、事務局職員３名） 

 

４ 配付資料 

   別添のとおり 

 

５ 会議概要 

（１） 説明・報告事項 

※事務局より、「第３回常任委員会・第３回総会における決定事項」を説明。 

 【質疑】 

（委員） 

このたび設置された「全国障害者スポーツ大会専門委員会」と「第79回国民体

育大会・第24回全国障害者スポーツ大会滋賀県開催準備委員会」との関係性を教

えてほしい。 

（事務局） 

準備委員会の常任委員会にぶら下がる専門委員会の１つであり、現在設置され

ているのは「総務企画」「競技運営」「広報・県民運動」「全国障害者スポーツ

大会」の各専門委員会である。 

両大会で重複するところはあるが、国体の競技運営に関することは「競技運営

専門委員会」で、全国障害者スポーツ大会の競技運営に関することは「全国障害

者スポーツ大会専門委員会」で審議することとしている。 

 

（委員） 

専門委員会として「国民体育大会専門委員会」がない中で「全国障害者スポー

ツ大会専門委員会」だけが設置されていることと、両大会を一体的に準備すると

いう理念にはズレを感じるがどうか。 

（事務局） 

組織としては一体的な体制となったが、大きな論点として国体との一体的な取

組をどのように推進するのかという課題がある。両大会を所管する団体も異なり、

「一体的」という理念を実現させるためには課題も多い。広報など両大会に共通
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することは同じ専門委員会で議論することしているが、国体との一体的な取組等

については「全国障害者スポーツ大会専門委員会」で議論していただき検討して

まいりたい。 

 

 

（２） 協議事項 

   ※事務局より、「第79回国民体育大会審判員・要資格運営員養成について（案）」

を説明。原案どおり承認。 

 【質疑】 

（委員） 

全国障害者スポーツ大会の審判員養成は別途検討するとのことであるが、養成

主体である競技団体からすると、国体に向けての審判員養成の途中で、全国障害

者スポーツ大会の審判員養成を追加されると混乱する可能性があるので、早期か

ら競技団体向けの情報提供をお願いしたい。 

（事務局） 

先催県からもそのような課題を伺っている。適宜、情報提供等を行ってまいり

たい。 

 

 

（３） その他 

  ※事務局より、「競技役員等養成事業の支援方針」を説明。 

【質疑】 

（委員） 

 競技役員養成事業への支援対象期間は４月にさかのぼって検討するとのことだ

が、保管すべき必要書類は何か。 

（事務局） 

 事務局で整理したうえで、今年度中に競技団体へお知らせしたい。 

 

（委員） 

 各競技団体においても、審判員養成のための予算を組まれている場合があると

思うが、法人化した団体においては会計処理の取扱いが非常厳しくなる中で、準

備委員会から補助金をいただけるということで、競技団体が個人に支払った経費

を再び団体に戻入する等が会計上可能なのか。 

（事務局） 

 事務局で今後、詳細を検討してまいりたい。 

 

（委員） 

 県内講習会を行った場合、参加者それぞれの交通経路を確認し、競技団体が経

費を把握しておけばよいか。 

（事務局） 

 県内講習会の講師の交通費は支援対象としているが、受講者に対する交通費は

支援対象外としている。 
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（委員） 

 養成事業を３月末のギリギリまで行っている場合、実績報告は３月末でよいか。 

（事務局） 

 当該年度内に終えた養成事業に係る対象経費については、支援できるよう検討

してまいりたい。 

 

（委員） 

 国体開催の３年程度前から審判員のスキルアップのために先催県の国体に研修

派遣する必要が出てくることが予想されるので、研修派遣に係る経費についても

計上していく必要がある。（意見） 

 

（委員） 

 リハーサル大会において審判員の養成を行う場合もあるので、それに係る経費

についても検討いただきたい。（意見） 

 

（委員） 

 リハーサル大会では全国規模の大会を誘致して行うことになっているが経費は

どこが負担するのか。 

（事務局） 

 開催が近づいた頃の審判員の編成やリハーサル大会の準備等は、基本的に会場

地市町が行うことになり、県は後方からの支援がメインとなると考えている。 

 

（委員） 

 競技力向上対策本部において、大会招致にするための支援も検討しており、そ

れとの関連も今後検討していく必要がある。（意見） 

 

（以上） 


